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１ 県内の介護人材の現状について 

（１）採用について 

○ 現在の法人に就職したきっかけは、友人・知人からの紹介、ハローワーク

が多いです。 

 
 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 
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○ 職員採用に対する工夫としては、「介護資格や介護経験の有無にこだわ

らないようにしている」が一番多く、次いで「仕事そのものの魅力や労働

条件を掲載する」「福祉系の教育機関出身者にこだわらないようにしてい

る」「新規学卒者や若手にこだわらないようにしている」が並び、幅広く

職員採用を行っていることがうかがえます。 

 
出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 
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○ 採用した者の人数・質についての評価をみると、福島県は全国に比べ「人数

は確保できているが、質には満足していない」が高くなっています。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

   

〇 採用が良好であると回答した事業所の理由としては、「他事業所に比べて労

働条件が良い」が高くなっています。 

  

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 
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〇 定年年齢については、「60 歳の定年を定めている」と回答した事業所が多い

ものの「65 歳以上の定年を定めている」が次に続いています。   

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

 

○ 県内の新規介護福祉士登録者数は減少傾向で、近年は１，０００人前後で推

移しています。

 

出典：公益財団法人社会福祉振興・試験センターHP より福島県社会福祉課が加工 
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○ 県内に介護福祉士養成施設は募集停止をする学校が増え、入学者数は減少

傾向で、近年は１００人を下回っています。 

令和４年度の定員に対する充足率は 38％でした。

 
出典：令和 4年 4月 福島県調べ 

 

○ 県内の採用率は全国の採用率よりも低い結果となっています。

 

出典：（公財）介護労働安定センター 事業所における介護労働実態調査より 
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（２）介護人材の確保の状況について 

○ 介護施設等の介護職員の不足感は高く、引き続き、介護職員や訪問介護員

の人材の確保・定着に向けた対策が必要です。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター 事業所における介護労働実態調査より 

 

○ 介護に携わる職種は多職種あり、訪問介護員、介護職員の不足感が高いた

め、特に訪問介護員や介護職員の確保を進める必要があります。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R2 事業所における介護労働実態調査より 
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○ 介護職員に関する将来推計では、２０２５年に本県では３６，６７６人の

介護職員が必要とされる見通しです。 

令和２年度の介護職員数は３３，２４９人となっていますが、２０２５年

までにあと３，０４９人の介護職員が必要とされる見通しであることから、

引き続き、介護人材の確保に取り組んでいく必要があります。 

   

 本県の介護職員の必要数 

年   度 
令和２年 

(２０２０年)※実績 

令和５年 

(２０２３年) 

令和７年 

(２０２５年) 

介護職員数 ３３，２５９人 ３６，２９８人 ３６，６７６人 

 本県の介護職員の現状推移シナリオによる供給の見込み（推計値） 

年   度 
令和５年 

(２０２３年) 

令和７年 

(２０２５年) 

介護職員数 ３３，２７１人 ３３，１８７人 

（出典） 2020（令和２）年度の数値：厚生労働省「介護サービス施設・事業所調査」、2023（令和

５）年度、2025（令和7）年度の数値は都道府県が行った推計による 

注1）必要数の値は、市町村により第8期介護保険事業計画に位置づけられたサービス見込量等に基

づく推計 

   注2）2020（令和２）年度の数値、必要数、現状推移シナリオによる介護職員数の見込みの値は、

介護予防・日常生活支援総合事業のうち従前の介護予防訪問介護等に相当するサービスに従事

する介護職員を含む 

   注 3）現状維持シナリオによる介護職員数の値は、近年の入職、離職の動向、及び離職者のうち介

護分野への再就職の動向が原則現状と同様に推移していると仮定し、生産年齢人口等の人口動

態を加味して推計（令和 3年度以降に追加的に取り組む新たな施策の効果は含んでいない） 
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○ 県全体として高齢化が進む中、介護職員自身の高齢化が進んでいます。福

祉人材の確保・育成・定着に関する調査によると６０歳以上の職員が全職員

のうち約２割、５０歳以上の職員は全職員のうち約 4.5 割となっており、次

世代の人材確保が課題となっています。 

 

 

 福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 

 

○ 学校卒業後に収入を伴う仕事をしていた人のうち、約半数が介護・福

祉・医療関係以外の仕事をしています。他業種からの参入を促進していく

必要があります。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 
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（３）介護人材の育成の状況について 

○ 介護分野に参入した人材が意欲に応じてスキルアップを図り、能力に応

じた役割を担いながらキャリア形成を図っていくことが、モチベーション

の向上や職場定着にもつながることから、介護人材の育成を図ることが重

要です。 

 

○ 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査によると、人材育成のための

方策として、「事業所全体の教育・研修計画を立てている」介護施設・事

業所が７割強となっており、資質向上の機会が確保されています。 

  また、OJT の内容としては、「業務マニュアルを整備している」が最も

多く、「新人職員を育成する担当者を配置している」「意図的・計画的に

育成する仕組みを実施している」が続いています。 

 

 福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 
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福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 
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（４）介護人材の定着の状況について 

○ 定着率は低くないと考える事業所が多く、全国と同じ状況です。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター 事業所における介護労働実態調査より 

 

 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R2 事業所における介護労働実態調査より 
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○ 県内の訪問介護員の離職率は、ばらつきはあるものの全国と比較して低い

傾向です。また介護職員の離職率は、全国と同じレベルとなっています。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター 事業所における介護労働実態調査より 

 

 

出典：（公財）介護労働安定センター 事業所における介護労働実態調査より 
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訪問介護員の離職率
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○ 県内の離職者の内訳としては、１年未満で離職する人が全体の約 40％と

なっています。 

 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

 

○ 福島県の離職率は、全国に比べて訪問介護員、介護職員ともに「1年未

満の者」の離職する人が最も多くなっています。     

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

 

40%

22%

38%

令和3年度 離職者の内訳

■離職者のうち１年

未満の者の割合

■離職者のうち１年

以上３年未満の者の

割合
■離職者のうち３年

以上の者の割合

33.1%

21.1%

45.8%

40.8%

22.5%

36.6%

0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0%

1年未満の者の離職率

1年以上3年未満の者の離職率

3年以上の者の離職率

訪問介護員の離職率（R3)

福島県(n=52） 全国(n=2659）
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出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

 

○ 他産業の離職率と比べると、福島県の介護労働実態調査の離職率は産業全

体よりは高いものの、生活関連サービス業より低い結果となりました。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働実態調査の結果と特徴より 
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○ 調査に回答した介護職員が前職（介護関係の仕事）を辞めた理由について、

これまでは「職場の人間関係に問題があったため」が最も高い傾向です。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 

 

  〇 職員の勤務年数は「3年未満」が最も多く、次いで「5年以上 10 年未

満」の割合が最も高くなっています。 

   

出典：福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 

 

 

 

0.0
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35.0

H24 H25 H26 H27 H28 H29 H30 R1 R2 R3

％

仕事をやめた理由(上位2項目）

結婚等のため全国 結婚等のため福島県

職場の人間関係に問題があったため全国 職場の人間関係に問題があったため福島県

3年未満, 4968
3年以上5年未

満, 3039

5年以上10年未満, 

4585

10年以上

15年未満, 

2606

15年以上

20年未

満, 1513

20年以上, 1119

0% 20% 40% 60% 80% 100%

R3 職員の勤務年数
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○ 職場の特徴としては、「従業員の個人的な生活時間の確保に配慮する雰囲気が

ある」や「仕事と子育てを両立しながら働き続ける女性が多くいる」などが約４

割となっています。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 

 

○ 定着のための方策としては、「有給休暇の取得の促進」「資格取得のために支

援」「上司と職員間の面談の機会」などが約６割以上となっています。 

 

出典：福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より    

31.7%

34.3%

40.5%

37.3%

33.4%

39.3%

11.5%

1.2%

0.0% 5.0%10.0%15.0%20.0%25.0%30.0%35.0%40.0%45.0%

男女の区別なく昇進・昇格できる雰囲気がある

仕事と育児・介護との両立を支援する制度を活用…

従業員の個人的な生活時間の確保に配慮する雰囲…

残業や休日出勤が少ない

女性の先輩や管理職が多くいる

仕事と子育てを両立しながら働き続ける女性が多…

いずれもあてはまらない

無回答

職場の特徴（R3 福島県）

55.3%

48.1%

60.2%

7.4%

81.9%

58.3%

43.8%

26.4%

67.6%

49.9%

35.7%

28.6%

66.8%

42.7%

56.8%

48.0%

45.1%

47.5%

43.10%

0.70%

0.40%

0.0%10.0%20.0%30.0%40.0%50.0%60.0%70.0%80.0%90.0%

賃金の水準の向上
手当の水準の向上

残業時間を減らす取組
夜勤回数を減らす取組

有給休暇の取得を促進する取組
産休・育休、介護休暇の取得を促進する取組

パワハラを防止する取組
業務の効率化を図る取組
資格取得のための支援

人材育成のための研修に参加
新人の育成担当を配置

職員の育成方針を明示し、職場研修計画を策定
上司と職員間での面談の機会

人事考課制度を導入
正規職員への登用制度

休憩室・談話室の設置等、環境整備
悩み、不満、不安などの相談窓口を設置

健康対策や健康管理
職場内の交流を深めている

その他
特に方策は行っていない

職員定着のための方策 n=914（複数回答）
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（５）処遇改善加算等の取得状況について 

○ 処遇改善加算は対象となる約２,５００事業所のうち約９５％の事業所

が、特定処遇改善加算は対象となる約２，４００事業所のうち約６９％の

事業所が取得している状況です。 

 

出典：令和４年 10 月 福島県調べ 

 

出典：令和３年４月 福島県調べ 

 

  

1953

216 155
2 2

146

2005

104

145

2 2

142

2061

193
136

0 0
134

0

500

1000

1500

2000

2500

加算Ⅰ 加算Ⅱ 加算Ⅲ 加算Ⅳ 加算Ⅴ なし

介護職員処遇改善加算の届出状況（福島県）

令和2年6月1日 令和3年4月1日 令和4年10月18日

842

693

789

902

710
742

938

711 741

0

100

200

300

400

500

600

700

800

900

1000

加算Ⅰ 加算Ⅱ なし

介護職員等特定処遇改善加算の届出状況（福島県）
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〇 処遇改善加算を取得している介護施設・事業所は年々増加しています。 

 
出典：（公財）介護労働安定センター 事業所における介護労働実態調査より 

 

〇 処遇改善加算を取得した事業所では、福島県は諸手当の導入・引き上げ

が大きくなっています。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 
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0.0% 10.0% 20.0% 30.0% 40.0% 50.0% 60.0% 70.0%

基本給の引き上げ

諸手当の導入・引き上げ
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（６）介護人材の現在の仕事について 

○ 現在行っている主な仕事を職種別にみると、介護職員が最も高く、次いで

訪問介護員でした。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 

 

○ 現在の仕事における職位をみると、一般職・担当職が最も高く、次いで主

任、リーダーなどまとめ役の順となっています。 

 
出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 

 

 

56

35 39

133

22

38

7 8

0

20

40

60

80

100

120

140

人

n＝338

主な仕事（職種）R3 福島県

49 60

226

3
0

50

100

150

200

250

管
理
職

主
任
・
リ
ー
ダ
ー
な
ど

の
ま
と
め
役

一
般
職
・
担
当
職

そ
の
他

人

n＝338

現在の職位 R3福島県



 

 

20 

 

○ 上位の職位志向については、今のままでよいが 84％、より上位の職位を目

指すが 14.8％となっています。 

 

 
出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 

 

○ 現在持っている資格は介護福祉士(56.5%)が最も高く、次いでホームヘル

パー２級(38.7%)の順となっています。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 
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○ 今後取りたい資格では、介護支援専門員が最も高く(41 人)、次いで介護

福祉士(31 人)でした。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 
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（７）介護人材の仕事の満足度について 
○ 全体的に全国平均と同じ傾向がみられますが、「賃金」、「人事評価・

処遇のあり方」、「労働時間・休日等の労働条件」、「キャリアアップの

機会」については、福島県のほうが「やや不満足」が多い傾向でした。 
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15.8%
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24.4%
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出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より  
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〇 一方で、「教育訓練・能力開発のあり方」、「職場の人間関係、コミュニケ

ーション」、「雇用の安定性」、「福利厚生」、「仕事のやりがい」が全国平

均より「普通」の回答が多く、なっています。 
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17.4%

23.5%

44.3%

8.8%

3.3% 2.6%

16.6%
24.9%

46.4%

6.8% 3.6%
1.8%

0.0%

10.0%

20.0%

30.0%

40.0%

50.0%

満足 やや満足 普通 やや不満足 不満足 無回答

全国＝19,925 福島県＝338

雇用の安定性（R3)

全国 福島県



 

 

26 

 

  

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 介護労働者の就業実態と就業意識調査より 
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（８）介護ロボットの導入状況について 

○ 介護福祉機器の導入で最も多いのは、「ベッド」、次いで「自動車用車い

すリフト」「車いす体重計」「特殊浴槽」でした。 

 

出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

 

○ 介護ロボットの導入では、ほとんどの介護施設・事業所で導入していない

結果となりましたが、導入しているものの中で最も多いのは、「移乗介助（装

着型）」、次いで「見守り・コミュニケーション（施設型）」でした。 

 
出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

 

3 

43 

62 

10 

30 

1 

41 

26 

37 

4 

41 

7 

150 

110 

91 

143 

123 

152 

112 

127 

116 

149 

112 

146 

0 20 40 60 80 100 120 140 160 180

移動用リフト（立位補助機（スタンディングマシー…

自動車用車いすリフト

ベッド（傾斜角度、高さが調整できるもの、マットレ…

ベッド（体位変換機能を有するもの）

エアマット（体位変換機能を有するもの）

座面昇降機能付車いす

特殊浴槽（移動用リフトと共に稼動するもの、側面が…

ストレッチャー（入浴用に使用するものを含む）

シャワーキャリー

昇降装置（人の移動に使用するものに限る）

車いす体重計

その他介護福祉機器

事業所数 全体＝153

介護福祉機器の導入（R３福島県）

導入している 導入していない

9 
3 

0 
0 
1 
0 
0 
0 

7 
1 
0 
1 
2 

0 
119 

0 20 40 60 80 100 120 140

移乗介助（装着型）

移動支援（屋外型）

移動支援（装着型）

排泄支援（トイレ誘導）

見守り・コミュニケーション（施設型）

見守り・コミュニケーション（生活支援）

介護業務支援

いずれも導入していない

事業所数＝153

導入している介護ロボット （R3 福島県）
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○ 課題として最も多いのは、「導入コストが高い」でした。 

 
出典：（公財）介護労働安定センター R3 事業所における介護労働実態調査より 

  

74 

22 

10 

31 

27 

30 

28 

36 

17 

2 

11 

38 

0 10 20 30 40 50 60 70 80

導入コストが高い

どのような介護ロボットやＩＣＴ機器・介護ソフト…

ケアに介護ロボットを活用することに違和感を覚える

技術的に使いこなせるか心配である

誤作動の不安がある

設置や保管等に場所をとられてしまう

清掃や消耗品管理などの維持管理が大変である

投資に見合うだけの効果がない（事業規模から考え…

介護現場の実態に適う介護ロボットやＩＣＴ機器が…

その他

課題・問題は特にない

無回答

n=153

介護福祉機器の導入や利用についての課題・問題（R3 福島県）
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（９）外国人雇用と介護助手の導入 

〇 外国人雇用については、「雇用している」が約 7％、61 件に上っています。 

 また、雇用の枠組み（種類）では、「日本人の配偶者」が最も高くなっていま

す。 

 

 

出典：福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 

 

 

出典：福島県社会福祉協議会 R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 

  

雇用している, 

6.80%

雇用していない, 

91.40%

今後雇用する予

定, 1.90%

外国人雇用の有無 n=903

9.20% 8.50%

24.60%

6.90%

14.60%

31.50%

4.60%

0.00%

5.00%

10.00%

15.00%

20.00%

25.00%

30.00%

35.00%

外国人雇用の枠組み n=130
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〇 機能分化については、「介護助手等を配置している」が全体の 15％となってお

り、平成 29 年度調査時から 2ポイント増えました。 

  

出典：福島県社会福祉協議会 H29 ・R3 福祉人材の確保・育成・定着に関する調査より 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

介護助手等を

配置している, 

15%

配置して

いない, 

83.40%

今後配置

する予定, 

1.60%

R3 直接支援業務の機能分化の

状況 n=868

介護助手

等を配置

している, 

12.80%

配置し

ていな

い, 

87.20%

H29 直接支援業務の機能

分化の状況 n=941
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（10）介護の仕事のイメージについて 

〇 県内の中学校・高校に対しアンケートを行った結果、253 校からの回答

があり、介護の仕事のイメージは、「なくてはならない仕事」「やりがい

がある仕事」だと思う一方、「３K」「休日が少ない」「労働時間が多い」

「給与が低い」といった回答が多くなっています。 

 

   

  

 

思う, 250

やや思

う, 3

あまり思

わない, 0

思わない, 

0

分からな

い, 0

無回答, 0

なくてはならない仕事

思う, 56

やや思

う, 155

あまり思

わない, 

32

思わな

い, 9 分から

ない, 1無回答, 0

３Ｋだと思うイメージ

思う, 175

やや思う, 

65

あまり思

わない, 8

分からな

い, 5

やりがいがある仕事だと思うイメージ

思う, 38

やや思

う, 91

あまり思

わない, 

99

思わな

い, 8

分か

らな

い, 

15
無回答, 2

長く続けられるイメージ

多い, 81

やや多い, 

128

やや少な

い, 3

少ない, 0

分から

ない, 

40

無回答, 1

労働時間のイメージ

多い, 2

やや多

い, 11

やや少な

い, 110

少ない, 

33

分からな

い, 93

無回答, 4

休日のイメージ
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出典：福島県社会福祉協議会 R3 中学校・高校へのイメージアンケート調査より 

 

 

 

高い, 0

やや

高い, 

4

やや低い, 

94低い, 38

分からな

い, 40

無

回

答, 

1

賃金・給与のイメージ

良い, 11

やや良い, 

49

少し悪い, 

14
悪い, 3

分からな

い, 100

無回答, 0

人間関係のイメージ

小さい, 0

やや小さ

い, 0

やや大き

い, 87大きい, 

89

分から

ない, 1
無回答, 0

身体的負担のイメージ
小さ

い, 0

や

や

小

さ

い, 

4

やや大き

い, 95

大きい, 

73

分か

らな

い, 5
無回答, 0

精神的負担のイメージ

しやす

い, 3

ややしや

すい, 25

ややしに

くい, 60

しにく

い, 17

分からな

い, 71

無回答, 0

キャリアアップのイメージ

良い, 10

やや良い, 

47

やや悪い, 

18
悪い, 3

分からな

い, 98

無回答, 1

教育体制のイメージ
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○（11）福祉の仕事を目指した時期や理由 

 

○ 福祉の仕事を目指そうと思った時期は「福祉系以外に就職後」が最も多

く、高等学校では、高齢者（入所系）で３割でした。 

 
出典：福島県社会福祉協議会 R2 福祉施設・事業所職員就労意識調査より 

 

〇福祉の仕事に就職した理由は、「人とかかわる仕事がしたかったから」「福

祉全般に興味があったから」などの回答が多くなっています。 

 
出典：福島県社会福祉協議会 R2 福祉施設・事業所職員就労意識調査より 

2.8%

9.2%

26.9%

9.6%

34.6%

16.80%

0.20%
1.8%

5.9%
18.4%

9.2%

42.8%

21.60%

0.30%

1.0%
5.0%

10.4%
6.0%

40.5%
36.50%

0.70%

0.0%
5.0%

10.0%
15.0%
20.0%
25.0%
30.0%
35.0%
40.0%
45.0%

福祉の仕事を目指そうとした時期

高齢者（入所系） 高齢者（通所系） 訪問介護

34.50%

35.10%

14.70%

26.40%

20.20%

13.90%

4.30%

11.10%

24.50%

10.90%

0.10%

40.30%

31.60%

15.20%

28.70%

15.60%

11.80%

2.80%

9.20%

20.00%

14.50%

0.20%

36.80%

28.40%

18.70%

31.40%

16.40%

7.40%

1.00%

8.70%

28.80%

13.40%

0.30%

0.00% 5.00% 10.00% 15.00% 20.00% 25.00% 30.00% 35.00% 40.00% 45.00%

人とかかわる仕事がしたかったから

福祉全般に興味があったから

福祉に関する資格が取りたかったから

身近に障がいを持つ人や高齢者等がいたから

身近に福祉の仕事をしている人がいたから

福祉施設等でのボランティア経験があったから

学校の先生にすすめられたから

家族に勧められたから

これから発展する分野だと思ったから

その他

無回答

福祉の仕事に就職した理由（複数回答）

訪問介護

n=299

高齢者（通所系）

n=610

高齢者（入所系）

n=979
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○ 入学前に参加したことのある福祉の体験については、福祉のボランティア

が６割、次いで福祉の職場体験が４割となっており、参加したことがなかっ

たと答えたのは２割弱でした。 

 

出典：福島県社会福祉協議会 R1 福祉の仕事、職場を目指す学生の意識調査より 

 

 

 

（12）災害や新型コロナウイルス感染症の感染拡大の影響について 

○ 近年、台風や地震などの災害が頻発しています。災害時に要介護等の高齢

者が避難所へ避難する事例が増加しています。 

〇 規模の小さな介護事業所では、新型コロナウイルス感染症の感染拡大によ

りサービスの利用者が減少するなど、経営に不安をかかえるところもありま

す。 

○ 新型コロナウイルス感染症が拡大し「新しい生活様式」の定着を求められ

ている中で、介護の現場では、今まで推奨してきた方法の見直しが必要とな

り、今後のケアのあり方の検討が必要になっています。 

※ 新しい生活様式下でのケアの主な課題例 

・ 感染症を広げないためマスクを着用しており介護職員の表情が見えに

くくなる。 

・ 感染予防のため、介護をする際に密を避ける工夫が必要となる。 

・ 人と接する機会や外出の回数、家族との面会が減少するなどＱＯＬが

低下し、以前よりも健康を損なう高齢者が増える。 
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２ 令和４年度福島県実施事業一覧について 

 

 

 

 

 

（令和4年4月1日現在）

大項目 事業（※予算書上の小事業も含む） 令和４年小事業（※事業配下の事業） 課名

(1)ふくしまの福祉を支える人材の育成事業

(2)週休3日制導入モデル事業

(1)出前相談事業

(2)就職フェア・合同説明会

(3)求職者向けセミナー

(4)求職者向け福祉施設の多様な働き方の就業事例集の作成

(5)先進事例等の紹介

(6)多様な人材を確保するためのセミナー

(7)法人向け人事労務管理研修

②福祉人材センター運営事業 福祉人材センター運営事業

(1)介護職機能分化モデル事業

(2)外国人介護福祉士候補者受入施設学習支援事業

(3)福祉・介護人材潜在的有資格者再就職支援事業

(4)福祉・介護人材確保対策会議・研修事業

(5)会津地方介護人材対策モデル事業

(6)介護に関する入門的研修の実施事業

(7)外国人介護人材受入環境整備事業

【新規】(8)福祉の将来を担う人材育成事業

【新規】(9)外国人介護人材受入れ施設等環境整備事業

(1)被災地福祉・介護人材確保支援事業 社会福祉課

(2)被災地介護施設再開等支援事業 高齢福祉課

(3)被災地介護施設運営支援事業 高齢福祉課

(4)被災地訪問サービス運営支援事業 高齢福祉課

(1)地域住民や学校の生徒に対する介護や介護の仕事の理解促進事業

(2)助け合いによる生活支援の担い手の養成事業

(3)地域の支え合い・助け合い活動継続のための事務手続き等支援事業

(4)介護未経験者に対する研修支援事業

(5)介護に関する入門的研修の実施等からマッチングまでの一体的支援事
業

(6)将来の介護サービスを支える若年世代の参入促進事業

④介護実習・普及事業 (1)介護実習・普及事業

⑤介護職就職支援金貸付事業 (1)介護職就職支援金貸付事業

⑥福島県高齢者福祉計画等推進事業 (1)圏域別地域包括ケアシステム推進協議会 健康づくり推進課

(1)市町村等介護職員初任者研修及び実務者研修補助事業

(2)学生向け介護職員初任者研修資格取得支援事業

(3)新任介護職員研修事業

②介護支援専門員養成研修 (1)介護支援専門員研修事業ほか

③福島県認知症施策推進事業 (1)認知症対応力向上研修ほか

④認知症介護実践者等養成事業 (1)実践者養成研修・指導者養成研修

⑤介護施設等における防災リーダー養成等支援事業 【新規】(1)介護施設等における防災リーダー養成等支援事業

⑥ユニットケア推進事業 (1)ユニット型施設現地指導事業

⑦認知症サポーターパワーアップ事業 (1)認知症サポーターパワーアップ事業

⑧地域包括ケアシステム構築支援事業 (1)地域包括ケアシステム深化・推進事業

⑨健康長寿に向けた介護予防推進事業 (1)高齢者社会参加活動支援事業ほか

⑩健康サポート薬局推進事業 (1)認知症対応薬局推進事業 薬務課

令和4年度福祉・介護人材確保関連事業

Ⅰ　介護イメージアップ ①福祉・介護人材プロジェクト（イメージアップ事業）

Ⅱ　人材マッチング

Ⅲ　人材確保

②被災地介護サービス提供体制再構築支援事業

③地域医療介護総合確保事業　参入促進（補助事業）

社会福祉課

Ⅳ　人材育成

①・介護人材プロジェクト（人材確保事業）

①福祉・介護人材プロジェクト（人材育成事業）

①福祉・介護人材プロジェクト（マッチング事業）

社会福祉課

高齢福祉課

健康づくり推進課

社会福祉課

社会福祉課

社会福祉課
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(1)多様な人材層に対する介護人材キャリアアップ研修支援事業

(2)各種研修に係る代替要員の確保対策事業

(3)潜在介護福祉士の再就職促進事業

(4)認知症ケアに携わる人材の育成のための研修事業

(5)地域包括ケアシステム構築に資する人材育成・資質向上事業

(6)認知症高齢者等権利擁護人材育成事業

(7)介護事業所におけるハラスメント対策推進事業

(8)介護予防の推進に資する専門職種の指導者育成事業

(1)福祉・介護人材定着促進事業

(2)福祉・介護職員のつどい

(3)キラリふくしま介護賞

(1)新任訪問介護員研修事業

(2)テーマ別技術向上研修事業

(3)訪問介護適正実施研修事業

③ICT等を活用した介護現場生産性向上支援事業 (1)ICT等を活用した介護現場生産性向上支援事業

④新型コロナウイルス対策事業 (1)介護サービス提供体制継続支援事業

(1)新人介護職員に対するエルダー、メンター制度等導入支援事業

(2)管理者に対する雇用管理改善方策普及・促進事業

(3)介護施設内保育施設運営支援事業

Ⅴ　人材定着

①福祉・介護人材プロジェクト（人材定着事業）

⑤地域医療介護総合確保事業　労働環境・処遇改善（補助事業）

Ⅳ　人材育成
⑪地域医療介護総合確保事業　資質向上（補助事業）

②ホームヘルプパワーアップ作戦事業

社会福祉課

社会福祉課

高齢福祉課

社会福祉課


